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労働時間・ワークルールについて

2022年11月21日

電力関連産業労働組合総連合

山形県東北電力総連 齋藤 和喜
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本日の内容

Ⅰ．労働組合の組織紹介

Ⅱ．ワークルールの基礎知識

Ⅲ．労働時間について

Ⅳ．東北電力労使の取り組み

Ⅴ．【参考】日本人は働きすぎ？
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Ⅰ．労働組合の組織紹介

◆単組（単位労働組合）の役割

日本では、多くの組合が企業別に組織されている。

◆産別（産業別組織）の役割

企業別労働組合は、職場に密着した企業内での活動に大きな役割がある。

◆ナショナルセンターの役割

産別や単組のさらに大きな塊が「全国中央組織」、ナショナルセンターです。

◆国際組織の役割

労働組合の国際組織として国際労働組合総連合がある。
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電力総連の組織図（1）

・ＩＧＵ
（Ｉｎｄustri Ａll Global Ｕｎｉｏｎ）
世界140ヵ国、約5,000万人
が加盟。

・163ヵ国の国と地域、約2憶18万人
が参加。

・産別として「電力総連」
12組織、230余の単組が加
盟。発電、電気設備の工
事・保守のほか、交通、情
報通信、不動産など、多彩
な業種が参加する連合体。

・単組として「東北電力労働
組合」が加盟。

・労働組合のナショナルセンター
「連合」で、48の構成組織が加盟し、
組合員は約700万人。
・全ての働く人のために、雇用と暮
らしを守るため活動。
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電力総連の組織図（2）

電力総連の組合加入率は

正社員のほぼ100％が加入しており

12組織の連合体です。

関西
33,226人

北海道
9,138人

東北
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関東
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中部
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北陸
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四国
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九州
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沖縄
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原子力
1,286人

電源開発
3,999人

中国
15,410人

組合員

202,642 人
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Ⅱ．ワークルールの基礎知識

１．労働三権
日本国憲法は、第28条において「勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の

団体行動をする権利は、これを保障する」と規定し、働く者の団結権・団体交渉権・
団体行動権を保障している。

（１）団結権

労働者が経営者に対し、対等の立場で労働条件の維持・改善を目的とする活動を行うた
めに、労働組合の結成や、これへの加入など自主的に団結することを保障した権利です。

（２）団体交渉権

労働組合と経営者が賃金・労働条件などに関して交渉する権利です。

（３）団体行動権

団結権・団体交渉権が効果的になります。ストライキなど争議行為を行うときは、組合員ま
たは代議員の直接無記名投票で、過半数の賛成を得てスト権を確立しなければならない。
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Ⅱ．ワークルールの基礎知識
２．労働三法

憲法第27条と第28条の規定を受けて制定されている労働法の中心的法律で、労
働組合法、労働基準法及び労働関係調整法の三つの法律を指します。

働く者の権利を守るために使用者を法に基づいて規律するための法律です。

（１）労働基準法
労働基準法は、働く者の人間らしい生活の保障という見地（憲法第25条、生存権）から、
勤労条件について法律で定めることを宣言（同第27条第2項）し、労働基準法が生まれた。

（２）労働組合法
労働組合の目的は、①労使対等の関係づくりを促進して労働者の地位を向上させること、②
労働組合を組織し、団結することを擁護すること、③団体交渉を通じて労働協約を締結する
ことを助成すること等。

（３）労働関係調整法
労働関係調整法については、労働関係の公正な調整をはかり、労働争議を予防し、又は解
決して、産業の平和を維持し、経済の興譲に寄与することを目的とした法律。
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Ⅱ．ワークルールの基礎知識
３．安全衛生・災害補償

労働災害とは、労働者が労働に関係した事故でケガや死亡、仕事が原因で病気（職業病）に
なったりしたことを言う。労働災害が発生した時は、労基法による災害補償または労働者災害
補償保険法による災害補償によって保障される。（労基法、労災保険法）

４．労働協約・就業規則
労働協約は、労使が団体交渉により合意し、その内容を文書化して労使の代表者が署名又

は記名押印したものを言う。（労基法14条）

就業規則は、使用者に作成制定が義務付け（労基法89条）されているもので、労働者の労働
条件・待遇を中心に服務規律などを定めている。

①労基法等の法律 ＞ ②労働協約 ＞ ③就業規則 ＞ ④契約書（個別合意）

例えば③が①や②に反する場合、③のほうが修正される。

一方、②③が①を上回る（労働者にとって良い）内容。→ 大歓迎、というのが法の立場。
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Ⅱ．ワークルールの基礎知識

～ 労働法 とは ～
⇒ 目的：労働者の保護

使用者と労働者の関係の安定

※アルバイトをしている学生も労働者
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・最低賃金法

・男女雇用機会均等法

・育児介護休業法

・パート・有期労働法

・労働安全衛生法 など

・労働基準法

・労働組合法

・労働関係調整法

・労働契約法

・雇用保険法



Ⅲ．労働時間について

１．労働時間とは？（実は、労基法の条文に直接的な定義はない）

（1）労基法上の労働時間（労働時間の概念）

判例：労働者が使用者の①指揮命令下に置かれて
いると②客観的に評価できる時間

※三菱重工長崎造船所事件・最一小判平成12・3・9

（イメージは「実労働時間」：就業規則に書かれた「所定労働時間」とは食い違うこと
も多いはず）
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Ⅲ．労働時間について

①「指揮命令下」のポイント

「指揮命令下」か否かは次の２つの要素で判断

ａ．職務遂行あるいは同視しうるような状況の存在：労働という要素
ｂ．指揮命令や黙認などの存在：使用者の関与という要素
→ａ．ｂ．ともに存在＝その時間、労働者は使用者の指揮命令下にある

②「客観的」のポイント

あくまで実態で判断。就業規則や合意等で後から操作できない。
例：「本当は12時間労働したけど、8時間だけ労働したことにしよう」という合意は無効。
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Ⅲ．労働時間について

２．法定労働時間とは？
・労働者が働きすぎにならないように、働く時間の長さを法律で制限。

1日８時間以内

１週間に40時間以内 ⇒これを「法定労働時間」という。（労基法32条）

・「法定」労働時間と呼ばれるが、その時間だけ労働させなければならない

とか、その時間だけ労働するのが標準、という意味ではない。

（ あくまで上限を示したものに過ぎない）

３．所定労働時間とは？
・「会社が定めた労働時間」のこと。法定労働時間を上回ってはダメ。

【例：東北電力】始業 8時40分 終業17時20分（休憩60分） → 7時間40分／日
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Ⅲ．労働時間について

【設例】 次のような時間は法的に「労働時間」と言える？

①工場で働くＡが、作業の前後に更衣室で作業服・安全
用具を着脱する時間。

②事務職として働くＢが、業務に必要な知識を学ぶため
の研修を終業後に受ける時間。

③仕事を多く抱えているＣが、上司の指示ではなく自分の
判断で就業後も残って仕事をした時間。
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Ⅲ．労働時間について

①準備（後始末）の時間、着替えの時間
→原則として労働時間ではないが、それ自体時間のかかる 入念

な作業 を 事業所内 で行うことにつき、使用者の義務付け が
ある場合、例外的に労働時間にあたりうる。

②所定労働時間外に行われる研修・教育
→内容が職務遂行と同視でき、参加が義務的であれば、労働時間

にあたると言える。

③自主的な（上司の指示を受けていない）早出、残業
→使用者側（労働時間管理を行う上司等）の黙認があれば、「労働」

を「使用者の関与」のもとで行っている（黙認も使用者関与の1つ）

＝労働時間にあたると言える。
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Ⅲ．労働時間について

４．休憩とは？
・業務から離れることが保障された時間。「①一斉付与」「②自由利用」が原則。

１日の労働時間が

６時間超 ⇒ 休憩時間４５分以上
８時間超 ⇒ 休憩時間１時間以上 （労基法34条）※最低基準

・業種で例外あり（サービス業など）。労使協定で例外設定可（交代制に）。

・休憩は労働時間の「途中」に与える必要があるため、１日の最初・最後を

休憩時間とすることは認められない。

・自由利用（＝労働時間からの解放要）なので、電話番などさせていた場合

は法的に休憩時間ではない。

・休憩時間は労働時間から除いて考える。（ある意味当然の話し）
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Ⅲ．労働時間について

５．休日・休日労働とは？

・労基法３５条では「週１日は休日を与えなさい」とされており、

法律上は「週休１日」であればよい。

→週休２日制は、労基法より有利な基準。

例： 週の始まりが月曜であり、土日の週休２日制で、労基法の休日が日曜日
の場合、土曜出勤は法的に休日労働ではない。ただし、その週すでに
４０時間労働していれば、土曜出勤が時間外労働にあたる可能性あり。

・例外的に、４週で４日の休日で構わない「変形休日制（※）」もある。

※建設業のように、週休制をとりにくい業種などで採用。
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Ⅲ．労働時間について

６．時間外労働とは？

→「法定労働時間（※）を超える」労働 ※1日８時間以内、１週間40時間以内

・「残業」の例が多いが、「早出」もそれによって法定労働時間を超えれば時間外労働となる。

・【確認】 法定労働時間を超えて（or法定休日に）労働させることは原則として許されない。

〇例外的に時間外・休日労働させることが許されるのは、次の２つのみ。

災害など非常事態の場合（労基法33条。ごく例外的な場合。）

労使協定（労基法36条） ＋ 契約上の根拠 （就業規則など）がある場合。

※通常、就業規則に時間外労働を命じる根拠があり、就業規則＝労働契約内容となること

で契約上の根拠ある、といえるので、以下は労使協定に注目！
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Ⅲ．労働時間について

７．労使協定とは？

・労働者に時間外労働、休日出勤をさせるためには、労働
者の過半数代表（※）と使用者の間で「労使協定（３６協定）」
を締結し、労基署に届出しなければならない。 （労基法36条）

（※）当該事業所の労働者の過半数が加入している労働組合（いわゆる、過半数組合）。

過半数組合がない場合は、その件について過半数の支持を得た代表者１名。

・３６協定を結んだとしても・・・
１か月で ４５時間かつ 時間外労働の
１年で ３６０時間 原則的な上限（限度時間）
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Ⅲ．労働時間について

〇臨時的な特別の事情（※）がある場合
（※）一時的・突発的に時間外労働が必要 → 機械トラブル、大規模クレーム、ボーナス商戦など。単なる「業務繁忙」ダメ。

・「特別条項付き３６協定」を締結すれば、限度時間を超えることが許容される。

・特別条項付きを結んだとしても・・・以下を守る必要がある。

ａ．時間外労働が月４５時間を上回るのは「年間６回まで」

ｂ．時間外労働のみで「年間７２０時間以内」

ｃ．時間外労働と休日労働で「１カ月１００時間未満」かつ「2カ月、３カ月、

4カ月、５カ月、６カ月の平均で、いずれも月８０時間以内」

～ 「働き方改革」によって、初めて「絶対的な上限」が設定 ～
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Ⅲ．労働時間について

８．割増賃金とは？

（労基法37条）

→割増賃金を義務付ける目的（＝趣旨）

時間外労働の抑制、労働者への補償等
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Ⅲ．労働時間について
９．年次有給休暇（年休）とは？
〇自由に使える休暇（≠休日）を有給で保障。
〇１年目６か月間継続勤務し、出勤日の８割以上出勤で年休権が発生。（労基法39条）

（法律上の最低基準なので、実際には就業規則など上乗せされることも）

〇労働者の時季指定権： 希望どおりに年休を取得できるのが原則

→年休の権利は本来、使用者側ではなく労働者側に主導権が認められている。

〇使用者の時季変更権： 労働者が指定した時季に年休を与えることが「事業の正常な運営を

妨げる場合（※）」のみ、使用者はその時季指定（つまり年休取得）を拒否してよい。
※①業務上の支障の有無（必要人員が欠ける？）、②「使用者の配慮の有無（勤務調整、代替要員確保など、労働者

が時季指定したとおり取得できるような配慮）」、この２つが判断要素！

～「働き方改革」で、年休５日分の確実な取得を使用者に義務付け（2019.4.施行、労基法39条）～
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勤続 ６カ月 １年６カ月 ２年６カ月 ３年６カ月 ４年６カ月 ５年６カ月 ６年６カ月～

日数 １０日 １１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日



Ⅲ．労働時間について
１０．休業とは？
（１）労基法上の休業（就労免除）制度等

①産前・産後休業（いわゆる産休）、妊娠中の軽易業務への転換など
・産前６週間（女性の請求が前提の任意的）、産後８週間（強制的）

②労働時間規制
・妊産婦が請求した場合、法律上の時間外・休日労働や深夜業等をさせてはならない。

（２）育児・介護休業法（育介法）の基本ルール
①育児休業・介護休業

育児休業：男女とも、子が一歳まで取得可（一定の場合、１歳半、２歳と延長可）
介護休業：要介護状態（条件あり）の家族をもつ労働者が、対象家族１人につき

通産９３日まで取得可（３分割まで可能））。
→いずれも使用者が原則として拒否できない強い権利。

②労働時間の短縮等
勤務時間の短縮制度、所定時間外労働の免除制度
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Ⅲ．労働時間について
【参考】２０２１年の育介法改正のポイント

（男性の育児休業の取得促進が大きな特徴）

①いわゆる「出生時育休（産後パパ育休）」を創設（2022年10月～）

→出生後８週間以内に、４週間までの休業を取得可（２分割まで可）

労使協定の締結を条件に、休業中も労働者が同意すれば就業可能。（柔軟な仕組み）

②本人または配偶者の妊娠・出産について申出をした労働者に対し、育休制度の周知と

取得意向の確認を使用者に義務付け。（2022年４月～）

③育休を取得しやすい雇用環境整備のための措置を使用者に義務付け。（2022年4月～）

研修、相談体制の整備（相談窓口等）、育休取得事例の収集・提供or取得促進等の方針周知

④（上記①とは別に）育児休業を２回までの分割取得を可能に。 （2022年10月～）

⑤大企業（１,０００人超）に対し、男性の育休取得状況の公表を義務付け。 （2023年4月～）

⑥有期労働者の取得要件の緩和。 （2022年4月～）
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【参考】厚労省指針（一部抜粋）
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて
・全国的な一般労働者の年間総実

労働時間は「2,000時間前後」で
高止まり

・東北電力労使の目標「1,950時間」
土日・祝日等除き1日7時間40分
年間20日休暇取得
時間外月20時間×12カ月

・連合「1,800時間モデル」
1日7.5時間×240日＝1,800時間
年間所定労働
365日-104日（週休2日×52週）-
祝日-夏季休暇-正月休暇=240日
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

１．労使協議
（１）労働環境フォロー
・人員配置（会社マター）の妥当性を労働時間によって事後検証し、

必要に応じ、 対策を立案・実施する。

【支部・事業所】
四半期フォロー ①3カ月平均の時間外労働が20時間以上

②年間総実労働時間1,950時間以上の事業所 など

対策案： 推移注視、課業配分・運営見直し、所内応援、臨時員雇用

【本部・本店‐本社】
年間フォロー ①年間2,030時間超過

②2年連続もしくは隔年2,000時間超過

対策案： 効率化施策の実施、業務の繰延・廃止、人員シフト、派遣受け入れ
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

（２）ＷＬＢ労使委員会

・社員が安心して働ける環境の整備などにより、「仕事」と「家庭生活、
自己啓発、地域活動などに必要とされる時間」とが、バランスよく組
み合わされた「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」を実現
し、従業員一人ひとりが心身ともに充実した状態で、意欲と能力を
十分に発揮し生産性向上に寄与することを目的としている。

【労使確認内容の例】

①労働時間・普通休暇実績の推移

②特別休暇（普通休暇によらない有給休暇）の取得状況

・転勤休暇、配偶者出産休暇、子の看護・介護休暇、ボランティア休暇 など

28



Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

【労使確認内容の例】

③積立休暇(普通休暇を最大30日まで積み立て可)の取得状況
・健康診断の再検査、家族介護、社会福祉・地域貢献 など

④リフレッシュ休暇(連続休暇を推進)の取得状況

⑤勤続慰労休暇（勤続満30年・旅行券支給）の取得状況

⑥フレックスタイム制度の利用状況 ※スライド31～34参照

・社員の8割程度がフレックス勤務を行っている。

・本店・本社（仙台市）、支店・支社（各県庁所在地）では、8時40分（始業時刻）

以外を選択する割合が増加しており、特に本店・本社では5割以上が選択。

・一方、第一線（酒田・米沢など）は、通常勤務者の始業時刻である8時40分

を選択している者が多い。
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

【労使確認内容の例】

⑦育児休職制度の利用状況

・男性：2020年 3.8％ → 2021年 10.6 ％ ・女性97.8%

⑧短時間勤務制度の利用状況

⑨在宅勤務の利用状況 ※スライド35、36参照

⑩勤務間インターバルの状況 ※スライド37、38参照
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて
【参考】フレックスタイム制度とは
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて
【参考】フレックスタイム制度とは
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて
【参考】フレックスタイム制度とは
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて
【参考】フレックスタイム制度とは

当社の制度概要
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

【参考】在宅勤務制度とは

・対象者 ： 交代勤務者（発電所運転員等）・新卒1年目を除く社員。

・勤務場所： 持家、社宅・寮および実家とする。ＩＣＴ環境が整うまで
は、1日の勤務場所の混在（※）を認める。
※午前中は在宅勤務、午後は出社など。

・回数 ： 制限なし

・費用負担:   （水道光熱費等） 本人負担
（通勤費） 精算しない

当社の制度概要
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

36

【参考】目指す「新しい働き方」



Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

【参考】勤務間インターバル制度とは
当社の制度概要
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて

◆勤務間インターバル制度とは 当社の制度概要

※電力の安定供給に必要な
業務に携わる場合や、そ
の他やむを得ない特別な
事情があると判断した場
合は適用除外。
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Ⅳ．東北電力労使の取り組みについて
【参考】労働時間しっかり管理キャンペーン！
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Ⅴ．【参考】日本人は働きすぎ？

[厚労省過労死等防止対策白書]

【よく言われる理由】

残業は当たり前と考えている
仕事を断れない

業務範囲があいまい
休むことに対する罪悪感

労働生産性が低い
ITスキルが低い

失敗が怖い
我慢や苦労は美徳

アナログな慣習
昭和の働き方

本当にそれだけ？
企業側だけの問題？
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【参考】日本人は働きすぎ？

・ロンドンでは

平日昼間に大通りの交通を制限して、水道管工事・電線工事

水道・電気メーターの交換は、日にち指定のみ（時間指定なし）

→  日本はどうか。

・労働環境改善のため「深夜・土日営業やめる」→  皆さんはどう思う？

・「日本人は世界最強のクレーマー」？

おもてなし、お客さまは神様、は海外では通用しない

「不便の寛容」 ⇒ 適切な労働環境
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